
福岡市 住宅都市局 建築物安全推進課

令和5年10月

知って,備えて，地震に自信！
すすめよう，住宅の耐震化
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１．地震発生の仕組みについて

世界の主なプレートとその境界

日本周辺には４つのプレートがある



１．地震発生の仕組みについて

世界の主なプレートと地震の分布（気象庁HPより）

地震の多くはプレートの境界で発生している



１．地震発生の仕組みについて

日本付近のプレートの模式図（気象庁HPより）

海のプレートが陸のプレートの下に沈み込んでいる



１．地震発生の仕組みについて

日本付近で発生する地震（気象庁HPより）

太平洋側で発生す
るため，福岡は影
響がやや小さい

居住地域で発生する
ため，規模のわりに
被害が大
（警固断層はこれ）
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２．警固断層帯（北西部，南東部）について

平成１７年の福岡県西方沖地震の震度は、
６弱～５弱で、震源は警固断層帯でした。

当面は、福岡で大きな地震は、起きない？



２．警固断層帯（北西部，南東部）について

九州北部の活断層の特性と想定される地震の規模
（地震調査研究推進本部HPより）

30年以内の発生確率

小倉東断層 ほぼ0～0.4%
福智山断層帯 ほぼ0～3%
西山断層帯

大島沖区間 3%以下
西山区間 ほぼ0～2%
嘉麻峠区間 0.5%

宇美断層 ほぼ0%
日向峠-小笠木峠断層帯 0.1%

九州北部の主な活断層



２．警固断層帯（北西部，南東部）について

警固断層帯 北西部
M7.0程度
30年以内の発生確率
ほぼ 0%

警固断層帯の位置と主な調査地点
（地震調査研究推進本部HPより）

警固断層帯 南東部
M7.2程度
30年以内の発生確率
0.3% ～ 6%

警固断層帯の地震規模と発生確率



２．警固断層帯（北西部，南東部）について

各区版あります。



２．警固断層帯（北西部，南東部）について

断層に近いほど，地盤が軟らかいほど揺れやすい

福岡県西方沖地震の再現（警固断層帯 北西部）
M7.0

警固断層帯南東部で地震が発生した場合
M7.2

震度6強

震度6弱

震度5強

警固断層帯南東部で地震が発生した場合



２．警固断層帯（北西部，南東部）について
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３．地震と建物の被害の関係について

これまでの大規模な地震

大正１２年 関東大震災 震度７
昭和３９年 新潟地震 震度５
昭和４３年 十勝沖地震 震度５
昭和５３年 宮城県沖地震 震度５
平成 ７年 阪神・淡路大震災 震度７
平成１６年 新潟県中越大震災 震度７
平成１９年 新潟県中越沖地震 震度６強
平成１７年 福岡県西方沖地震 震度６弱
平成２３年 東日本大震災 震度７
平成２８年 熊本地震 震度７
平成３０年 大阪北部地震 震度６弱
平成３０年 北海道胆振東部地震 震度７

月日別に並べると…

１月１７日 阪神・淡路大震災
３月１１日 東日本大震災
３月２０日 福岡県西方沖地震
４月１４日 熊本地震
６月１８日 大阪北部地震
９月 １日 関東大震災
９月 ６日 北海道胆振東部地震

１０月２３日 新潟県中越大震災

周年日の前後に、ＴＶや新聞等で話
題となる

地震への備え、耐震化を考えるきっ
かけに



３．地震と建物の被害の関係について

（日本建築防災協会ＨＰより）
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３．地震と建物の被害の関係について

（熊本地震を受けた国の取組方針）
・旧耐震基準の被害が大 ⇒ 耐震改修、建替え等の促進
・新耐震基準で、接合部等の仕様が明確化したH12年以前のもの
⇒ リフォーム等の機会をとらえ、耐震性能のチェックを推奨



３．地震と建物の被害の関係について

阪神・淡路大震災 神戸大学医学部記録誌 第Ⅴ編 法医学分野の活動

死亡推定時刻（監察医検案分，不詳データ削除後）

死亡日時 死亡者数
死亡者数
累計

1/17～ 6:00 2,221 2,221 96.3% 

～ 9:00 16 2,237 97.0% 

～12:00 47 2,284 99.0% 

～23:59 12 2,296 99.6% 

1/18 5 2,301 99.8% 

1/20 2 2,303 99.9% 

1/21 1 2,304 99.9% 

1/22 1 2,305 100.0% 

1/25 1 2,306 100.0% 

計 2,306 

死亡した場所

地震発生直後に，自宅で亡くなっている人がほとんど → 建物の倒壊による被害

平成７年兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）の被害
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人的被害，住家被害
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				行方不明者 ユクエフメイシャ		人 ヒト		0		3		0

				重傷者 ジュウショウシャ		人 ヒト		198		10,683		163

				軽傷者 ケイショウシャ		人 ヒト		1,006		33,109		875

				負傷者計 フショウシャケイ		人 ヒト		1,204		43,792		1,038		22,508		3,171
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死亡原因
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		その他 タ

		圧死（胸部・頭部・全身の圧挫損傷） アッシキョウブトウブゼンシンアツザソンショウ
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		頸部損傷 ケイブソンショウ		63

		臓器損傷 ゾウキソンショウ		55
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３．地震と建物の被害の関係について

福岡県より平成２４年３月に公表された地震被害想定の数値では、警
固断層帯南東部の地震で、福岡市内の

･木造

約168,000棟のうち、約6,500棟(約４％)が全壊・半壊

･非木造

約86,000棟のうち、約1,500棟(約２％)が大破・中破
（木造建物での全壊・半壊に相当）

また、死者は、約460名となっています。

木造建物は２５棟に１棟の割合で全半壊

※福岡県西方沖地震における福岡市の被害は、
住家の全壊が141棟、半壊が323棟、死者は１名

福岡県西方沖を震源とする地震（確定報），平成21年6月12日，消防庁

被害想定（警固断層帯南東部で地震が発生した場合）



３．地震と建物の被害の関係について

屋根瓦の被害 １階部分の倒壊

福岡県西方沖地震の被害



３．地震と建物の被害の関係について

古い木造建築物の被害 神社の門・鳥居の倒壊

屋根が重く，壁が少ないため倒壊しやすい

福岡県西方沖地震の被害



３．地震と建物の被害の関係について

マンション１階柱の被害
（ピロティ柱）

非耐震壁の被害
（ドアが開かない）

駐車場等，耐震壁の少ない
１階に被害が集中する

建物が倒壊する被害ではな
いが，避難に支障がある

福岡県西方沖地震の被害



３．地震と建物の被害の関係について

ブロック塀の倒壊

福岡県西方沖地震の被害

がけ崩れ等の地盤被害



３．地震と建物の被害の関係について

ガラスの破損落下

福岡県西方沖地震の被害

地盤の液状化被害

埋立地等，地盤のゆるい
ところで生じやすい
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４．福岡市の耐震化への取り組みについて

福岡市内の住宅の耐震化率は

％
９１



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

福岡市内の共同住宅の耐震化率は

％

福岡市内の戸建住宅の耐震化率は

％

９５

７７



107,091戸
69%

8,441戸
5%

40,691戸
26%

[木造戸建の耐震化の現状]

564,904戸
88%

41,849戸
7%

34,703戸
5%

[共同住宅等の耐震化の現状]

671,995戸
84%

50,290戸
6%

75,393戸
9%

[住宅全体の耐震化の現状]

S56年以降

S55年以前（耐震性あり）

S55年以前（耐震性なし）

耐震化率

約７４％
耐震化率

約９５％

耐震化率

約９１％

４．福岡市の耐震化への取り組みについて

福岡市の耐震化率目標
概ね解消

（R７年度）

「新耐震基準」

「旧耐震基準」

耐震診断・耐震改修

福岡市内の住宅の耐震化率の現状 H31年3月末現在



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

■もう地震は来ないと思っている

■自分の家は大丈夫だと思っている

■誰に頼んだらいいのかわからない

■耐震改修にお金がかかる

警固断層帯南東部の
地震発生確率は国内で
高いグループに属する。

0.3% ～ 6%

建設年等により耐震性は異なる。

旧耐震基準で設計された木造建物
の多くは耐震性が不足。

・福岡県耐震診断アドバイザー派遣制度
・福岡県建築士会
・福岡市耐震推進協議会 …など

福岡市の
耐震化への取り組み

耐震化が進まない原因（主に木造戸建住宅）



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

福岡市の助成制度

① 木造戸建住宅 耐震診断（協力団体等による定額実施）

② 〃 耐震改修工事費補助
③ 〃 耐震建替費補助
④ 共同住宅 耐震診断費補助
⑤ 〃 耐震改修工事費補助
⑥ ブロック塀 除却費補助

※ ②～⑥の助成制度をご利用の際は、
必ず事前にご相談ください。

※ 各補助対象事項（耐震診断や耐震改修など）を、
既に着手または完了している場合は、対象外です。

※ 予算に限りがありますのでお早めにご相談下さい。



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

福岡県 耐震診断アドバイザー派遣制度

・依頼者負担：6,000円（耐震診断，補強提案，概算見積り）

・電話 092-781-5169

（一般財団法人 福岡県建築住宅センター企画情報部）

公益社団法人 福岡県建築士会

耐震診断アドバイザー派遣制度への協力等

・依頼者負担：6,000円（耐震診断，補強提案，概算見積り）

・電話 092-441-1867

一般社団法人 福岡市耐震推進協議会

・依頼者負担：3,000円（耐震診断，補強提案，概算見積り）

・電話 092-861-9810

※耐震診断のみ：3,000円

耐震診断について （木造戸建住宅）

※耐震診断のみ：3,000円



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

■補助対象住宅

木造戸建住宅で，
・昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工したもの
・２階建て以下のもの
・耐震診断をした結果、上部構造評点が１.０未満のもの
・耐震シェルター等の設置については、高齢者、障がい者等

の方が居住している世帯

■補助金の額

（耐震改修工事）

・耐震改修工事費の４６％相当額。（上限９０万円）

（耐震シェルター等の設置）
・要する額の４０％に相当する額。（上限２５万円）



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

■補助対象住宅

木造戸建住宅で，
・昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工したもの
・２階建て以下のもの
・耐震診断の結果「倒壊する可能性が高い」

（上部構造評点０.７未満）と判定されたもの 等

■補助金の額

・１戸につき一律２０万円
令和４年度より、居住の条件によっては、上限５０万円



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

一般社団法人 日本建築構造技術者協会 九州支部（JSCA九州）

（ホームページ ： http://jscakyushu.jp/ ）

■耐震診断実施等に関する相談窓口

・耐震診断・耐震改修の相談窓口を開設

・相談申し込み用紙をＦＡＸ等で送付

T E L ：092-406-7204

F A X ：092-627-1389

Eメール：taishin@jscakyushu.jp

■耐震診断及び耐震補強設計業務 受託可能事務所リスト

ホームページにて，耐震診断とその補強設計の業務を受託可能な設計
事務所の地区毎の一覧表を公開している。

耐震診断について （マンション等）



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

■補助対象住宅

共同住宅で，
（店舗等の床面積が全体の１／２未満のものを含む）
・昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工したもの
・建築基準法及び関係法令の規定に適合しているもの
・３階建て以上かつ延べ面積１,０００㎡以上のもの

■補助金の額

・下記（a）,（b）のいずれか低い額 × ２／３
（ａ）耐震診断に要する（契約書または概算見積書）金額
（ｂ）延べ面積に１㎡あたりの単価を掛けた金額

イ 面積１,０００㎡以内の部分は１㎡あたり３,６7０円
ロ 面積１,０００㎡を超えて２,０００㎡以内の部分は，

１㎡あたり１,５7０円
ハ 面積２,０００㎡を超える部分は１㎡あたり１,０5０円



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

■補助対象住宅

共同住宅で，
（店舗等の床面積が全体の１／２未満のものを含む）
・昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工したもの
・３階建て以上かつ延べ面積１,０００㎡以上のもの
・現行の耐震基準に適合する耐震改修工事を行うもの
・耐震改修促進法の認定等を受けたもの

■補助金の額

（A）耐震改修工事費の２３％に相当する額（上限４０万円 /戸）

＜段階的改修を行う場合＞
（B）第１回目：ピロティ階の耐震改修工事に要する額の

２３％に相当する額（ 上限２０万円/戸）
（C）第２回目：第２回目の耐震改修工事に要する額の

２３％に相当する額、
または、
（Ａ）の上限額から第１回目の耐震改修工事の補助金（Ｂ）
を差し引いた額のどちらか低い額 等



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

■補助対象工事

道路に面して設けられているブロック塀等で，
・高さが2.2mを超えるもの
・高さが1.2m以上2.2m以下で、控壁が有効に

設けられていないもの
・高さが概ね１ｍ以上で、特に危険な状態にあるもの

（調査による）を除却する工事

■補助金の額

・下記（a）,（b）のいずれか低い額
（ａ）除却に要する金額×１／２
（ｂ）５,０００円×除却するブロック塀等の長さ（ｍ）

・１件につき１５万円を上限とする



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

ブロック塀の管理は
所有者の責務です

所有者の求めに応じ，市
職員が現地で危険度の判
定を行います。

危険と判定

所有者にて，
・ブロック塀の除却

（補助制度活用）
・ネットフェンス，

生垣等へのやり替え

古さ，高さ，土留めを兼
ねる，鉄筋の有無，
傾き，ひび割れ，等



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

各補助事業には、その他の要件や注意事項がありますので、
ご利用を検討される場合は、

必ず事前にご相談ください。

※各補助対象事項（耐震診断や耐震改修など）を、

既に着手または完了している場合は、対象外です。

※予算に限りがありますのでお早めにご相談下さい。



４．福岡市の耐震化への取り組みについて

◆所得税

旧耐震基準（昭和56年5月31日以前の耐震基準）により建設され
た住宅で、個人が自己居住用の住宅を現行の耐震基準に適合させる一
定の耐震改修工事を行った場合、当該耐震改修工事に要した費用（補
助金相当額を除く）の１０％相当額を所得税額から控除します。

※令和5年12月31日までに工事を行った場合（上限25万円）

◆固定資産税

旧耐震基準（昭和56年5月31日以前の耐震基準）により建設され
た住宅で、個人が現行の耐震基準に適合させる一定の耐震改修工事
（工事費用５0万円以上のもの）を行った場合、当該住宅に係る固定
資産税（120㎡相当部分まで）を以下の通り減額します。

工事完了日から３か月以内に必要な書類を提出すること。
※令和6年3月31日までに耐震改修を完了した場合（１年間１／２に減額）

耐震改修促進税制について



ま と め

■警固断層帯南東部の地震発生確率は国内でも高い部類

３０年以内の発生確率は最大で６％

福岡市内で最大震度６強が予想される（揺れやすさマップ）

■木造戸建住宅の耐震診断の自己負担３,０００円～

■耐震改修等に対する福岡市の補助制度の活用

■ブロック塀の適切な管理



ご静聴ありがとうございました

★問い合わせ先

福岡市 建築物安全推進課 TEL：092-711-4580

★福岡市ＨＰ（http://www.city.fukuoka.lg.jp）

HOME ＞ 防災・危機管理情報 ＞ 住宅及び公共施設等の耐震化について

(補助制度の概要，手続きの流れ，要綱，様式をダウンロードできます。)
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